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意   見   書 

 
 
 近年、特に地方においては、少子高齢化が加速度を増し、著しい人口減

少が大きな問題となっております。 
 当村における高齢化率の推移を見ても、６５歳以上の高齢者の割合は、

人口の減少、小子化、寿命の延長に伴い急激に増加し続け、平成２８年度

末の高齢化率は４０．３％に達しており、今後は徐々に減少傾向にあるも

のの、後期高齢化率は未だ増加傾向にあり、高齢者全体の約７割が後期高

齢者となっている状況により、村の経費負担は年々増加しており、大変深

刻な状況下にあります。 
 村自身でも日々改善に努力しているところではありますが、残念ながら

村内人口の減少に歯止めがかかっていないのが実情であり、その結果、村

内にあった飯田信用金庫及びＪＡ（金融部門）はすべて撤退（ＪＡのみＡ

ＴＭを残置及び出張サービスは実施）し、残る金融機関は、村内に３つあ

る郵便局のみとなっています。 
 このままでは、村民の生活機能の低下を加速させ、住み良い村づくりに

は到底行き着かない状況にあります。そこで村といたしましても、村民の

生活インフラを支えるべく、村営施設の運営の在り方にも、新たな考えで

臨む必要があると考えております。 
 ついてはその一環として、現在泰阜村役場南支所で行なっている証明書

の交付、届出の受理、納税処理等を、村内で唯一ユニバーサルサービスを

提供できる機関である郵便局に委託することにより、村民の更なる利便性

向上に結びつけ、「住み良い村・泰阜村」を実現させたいと強く望んでい

るところであります。 
 自治体業務を郵便局に移管するにあたっては、法の整備等多数の問題が

あるかと思いますが、過疎地域における郵便局ネットワークの活用は必要

不可欠でありますので、鋭意検討をいただき、実現に向け措置・対応をい

ただきますよう、よろしくお願いいたします。 
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